
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 16日

上   場   会   社   名       三浦印刷株式会社 上場取引所東 名

コード番号       7920 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経営企画部長兼経理部長 東京都

　　　　　氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　北岡　一男 TEL (03) 3632 - 8161

中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 16日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)連結経営成績 　　　　　　(百万円未満は切捨てて表示しております。）

　　売    上    高 　　　営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 10,563 - 533 - 514 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 17,838 660 749

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 170 - 6.90 -
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 183 7.38 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期       -        百万円   11年 9月中間期       -        百万円   12年 3月期       -       百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 - 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 24,323 10,605 43.6 431.34
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 22,948 10,396 45.3 420.14

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　営業活動による 　　投資活動による 　 財務活動による 現金及び現金同等物

　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 418 △ 133 △ 197 3,776
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 1,816 98 △ 1,519 3,688

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 20,400 800 240
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             9  円  70 銭
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Ⅰ．企業集団の状況

当社グループは、当社（三浦印刷(株)）、子会社３社及び関連会社３社で構成されております。主な事業
は商業宣伝物を中心とした各種印刷物全般の製造販売を内容とし、さらに各事業に関する研究及びその他

のサービス等の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。

　　１．印刷事業

　　　　商業印刷物……当社が製造販売しております。

　　　　　　　　　　　なお、一部作業工程については、連結子会社ミウラテック㈱が行っております。

　　　　そ　の　他……当社の物流業務については、連結子会社ミウラテック㈱が主として行っておりま

　　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　また、連結子会社㈱ミウラクリエイトより生産設備のリースを受けております。

　　２．その他の事業

　　　　連結子会社㈱ミウラクリエイトが当グループの事業多角化を推進しており、ＤＰＥ、環境衛生、

　　　コイン駐車場等の事業を行っております。

　【事業系統図】

　　以上述べた事項を系統図によって示すと次のとおりであります。

得　　意　　先

三 浦 印 刷 ㈱ （当社）

商　業　印　刷　物

連結子会社

㈱ミウラクリエイト

設備のリース及びその他のサービス

連結子会社

ミウラテック㈱

印刷物の加工及び物流業務

製　品

商品及びその他のサービス
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Ⅱ．経 営 方 針

１． 経営の基本方針

　　　　当社は創業以来、一貫して商業印刷を軸にお客様に高品質で高価値な商品ときめ細かな

　　　サービスを提供してまいりました。そして今日、ＩＴ産業革命と呼ばれる時代を迎え、企

　　　業と消費者のコミュニケーションを支える情報発信加工業として常に時代を先取りした対

　　　応で、お客様に真に満足いただける企業基盤の確立をめざしております。

　　　　これによりお客様、株主、従業員、地域社会などそれぞれのステークホルダーにとって

　　　の満足度を高め、企業価値の最大化を図ってまいります。

２． 利益配分に関する基本方針

　　　　当社は株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の最重要施策のひとつとして位置づけ

　　　ており、財務体質と経営基盤の強化を図りながら、安定配当を継続することを基本方針と

　　　しております。

　　　　また内部留保資金につきましては、長期的展望にたった戦略的な設備投資に有効活用し、

　　　企業体質と企業競争力の強化に取り組んでまいります。

３． 中長期的な経営戦略と会社の対処すべき課題

　　　　当社はデジタル化、ネットワーク化の進展により事業構造が大きく変化する状況下、成

　　　長分野に経営資源を戦略的に投入し、強固な経営基盤を確立したいと考えております。

　　　　営業面では、当社の得意分野である商業印刷物に主眼をおきながらも、ＩＴ革命に対応

　　　し、一層スピードをあげ、営業領域の拡大に取り組んでまいります。マルチメディア事業

　　　に対しては単なるホームページの制作受託業務から得意先へのｅ－コマースに関する総合

　　　支援を、ダイレクトメール分野では顧客データベースの管理・運営を、金融・投信関連商

　　　品のディスクロージャー印刷物では、専門会社との業務提携による専門性を武器とし、営

　　　業基盤の拡大を図ってまいります。

　　　　製造面では「ＩＳＯ９００２」の本年１２月認証取得をめざし、品質保証体制の確立に

　　　取り組んでおります。印刷部門の一極集中生産体制移行は本年７月に完了し、生産性向上

　　　効果が顕著にあらわれ、また現在、来年２月を目途に製版部門の改革に着手し、デジタル

　　　フローの安定と効率化により生産性の向上と高品質の維持、充実に取り組んでおります。

　　　　さらに全社あげての経費削減はもとより、キャッシュ・フローを重視した資産効率の向

　　　上を図り、一層経営の効率化を促進し業績向上に努めてまいります。
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Ⅲ．経 営 成 績

１．当中間期の概況

　　　　当中間期におけるわが国経済は、企業収益、設備投資など回復の兆しが見られるものの、

　　　個人消費は先行き不安と所得の伸び悩みにより力強さが感じられず、依然として景気回復

　　　の動きは不透明な状況で推移しました。

　　　　このような経済情勢の下、印刷業界におきましては、引き続き受注競争激化による受注

　　　単価の下落に加え、用紙価格の高騰により厳しい経営環境が続きました。

　　　　当社といたしましては、かかる厳しい状況下、営業力の強化を最優先に懸命に業績回復

　　　に努めた結果、連結売上高は１０５億６千３百万円、連結経常利益５億１千４百万円、連

　　　結中間純利益１億７千万円となりました。

　　　　次に連結キャッシュ・フローにつきましては、営業キャッシュ・フローは４億１千８百

　　　万円の収入、投資キャッシュ・フローは１億３千３百万円の支出、財務キャッシュ・フロ

　　　ーは１億９千７百万円の支出となったため、現金及び現金同等物期末残高は３７億７千６

　　　百万円と前期比８千７百万円の増加となりました。

　　　　なお、中間配当につきましては、厳しい経営環境ではありますが、安定配当を継続し、

　　　株主各位の日頃のご支援にお応えすべく、１株当たり５円とさせていただきます。

２．通期の見通し

　　　　今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復基調にあるものの、個人消費の低迷

　　　や原油高、ユーロ安など多くの不安材料を抱えており、依然として予断を許さない状況に

　　　あります。

　　　　このような状況の下、当社といたしましては、デジタル化、ネットワーク化の進展に伴

　　　う急激な変化に的確に対応し、商業印刷物をベースにするものの、マルチメディア、デー

　　　タ加工・発送業務、金融・投信分野等にもより一層経営資源を投入し、営業領域の拡大を

　　　図り、営業力をさらに強化するとともに、全社あげてコスト削減に取り組み業績向上を図

　　　ってまいります。

　　　　これらにより通期の予想としましては、連結売上高２０４億円、連結経常利益８億円、

　　　連結当期純利益２億４千万円を見込んでおります。なお通期の配当につきましては、前期

　　　同様中間配当、期末配当とも１株当たり５円とし、年間では１０円の配当を予定しており

　　　ます。
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Ⅳ．中間連結財務諸表等

（１） 中間連結貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間

(平成12年 9月 30 日現在)

前連結会計年度

(平成12年 3月 31 日現在)

　　　　　　　　期　　別

科　　目 金      額 構成比（％） 金      額 構成比（％）

（資産の部）

流　動　資　産 9,723 40.0 8,500 37.0

　　現 金 及 び 預 金
　　受 取 手 形 及 び 売 掛 金

　　有 価 証 券

　　た な 卸 資 産
　　繰 延 税 金 資 産

　　そ の 他
　　貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

3,676
4,866

100

797
75

226
△18

14,595 60.0

3,649
3,734

54

785
132

160
△17

14,442 63.0

( 有形固定資産)

　建 物 及 び 構 築 物

　 機 械 装 置 及 び 運 搬 具
　土 地

　そ の 他
( 無形固定資産)

( 投資その他の資産)

　投 資 有 価 証 券
　保 険 積 立 金

　繰 延 税 金 資 産
　そ の 他

　貸 倒 引 当 金

繰　延　資　産

(5,294)

1,484

815
2,763

230
( 27)

(9,273)

6,948
1,236

319
817

△49

3

(21.8)

(0.1)

(38.1)

0.0

(5,333)

1,443

1,015
2,763

111
( 29)

(9,079)

6,343
1,427

520
836

△49

5

(23.3)

(0.1)

(39.6)

0.0

 資 　 産 　 合 　 計 24,323 100.0 22,948 100.0

（負債の部）

流　動　負　債
　　支 払 手 形 及 び 買 掛 金

　　短 期 借 入 金

　　一 年 以 内 償 還 社 債
　　未 払 法 人 税 等

　　賞 与 引 当 金
　　そ の 他

固　定　負　債

　社 債
　長 期 借 入 金

　退 職 給 付 引 当 金
　そ の 他

7,864
3,271

2,480

1,000
45

334
732

5,853

4,840
1,001

9
1

32.3

24.1

6,681
2,476

2,463

1,000
21

339
380

5,870

4,840
1,027

－
3

29.1

25.6

 負 　 債 　 合 　 計 13,717 56.4 12,551 54.7

（少数株主持分）

　　少 数 株 主 持 分 - - - -

（資本の部）
資 本 金       

資 本 準 備 金       

連 結 剰 余 金       
その他有価証券評価差額金          

2,215

2,231

5,986
238

9.1

9.2

24.6
1.0

2,215

2,231

5,950
 －

9.7

9.7

25.9
-

10,671 43.9 10,396 45.3
自 己 株 式       △ 65 △0.3 △ 0 △0.0

 資 　 本 　 合 　 計 10,605 43.6 10,396 45.3

  負債･少数株主持分及び資本合計 24,323 100.0 22,948 100.0
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（２） 中間連結損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間
（平成12年4月1日～平成12年9月30日）

前連結会計年度
（平成11年4月1日～平成12年3月31日）

　　　　　　　　　期　　別

科　　目 金　　　額 百分比（％） 金　　　額 百分比（％）

売 上 高

売 上 原 価

10,563

8,208

100.0

77.7

17,838

13,919

100.0

78.0

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2,354

1,820

22.3

17.3

3,919

3,258

22.0

18.3

営 業 利 益

営 業 外 収 益
　受 取 利 息 及 び 配 当 金

　そ の 他

31

62

533

94

5.0

0.9

76

261

660

337

3.7

1.9

営 業 外 費 用
　支 払 利 息

　そ の 他

87

26 113 1.0

186

62 248 1.4

経 常 利 益 514 4.9 749 4.2

特 別 利 益
　投 資 有 価 証 券 売 却 益

　固 定 資 産 売 却 益

15

12 28 0.3

238

25 264 1.5

特 別 損 失

　投 資 有 価 証 券 売 却 損

　投 資 有 価 証 券 評 価 損
　固 定 資 産 処 分 損

設 備 移 設 関 連 費 用
退職給付変更時差異処理額

そ の 他

10

-
113

42
50

16 233 2.3

-

595
47

-
-

- 642 3.6

税金等調整前中間（当期）純利益 309 2.9 371 2.1

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

52

86 138 1.3

28

159 187 1.1

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 170 1.6 183 1.0

（３）中間連結剰余金計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間
（平成12年4月1日～平成12年9月30日）

前連結会計年度
（平成11年4月1日～平成12年3月31日）

　　　　　　　　　期　　別

科　　目 金　　　額 金　　　額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高
連 結 剰 余 金 減 少 高

　　配 当 金
　　役 員 賞 与

　　自己株式消却による減少高

123
10

-

5,950

133

248
-

42

6,058

291

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 170 183

連結剰余金中間期末（期末）残高 5,986 5,950
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　当中間連結会計期間          
　　自 平成12年４月 １日

　　至 平成12年９月30日

　　前連結会計年度         
　自 平成 11 年４月 １日

　至 平成 12 年３月 31 日

期　　別

科　　目
金　　　　　額 金　　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前中間（当期）純利益
　　　減価償却費

　　　固定資産売却益
　　　投資有価証券評価損

　　　投資有価証券売却損

　　　固定資産処分損
　　　貸倒引当金の増減額

　　　賞与引当金の増加額
　　　退職給付引当金の増加額

　　　受取利息及び配当金

　　　支払利息
　　　有価証券売却損益

　　　投資有価証券売却益
　　　売上債権の増減額

　　　たな卸資産の増減額

　　　仕入債務の増加額
　　　未払消費税の増減額

　　　役員賞与の支払額
　　　そ　の　他

　　　　　　　　　　　３０９
　　　　　　　　　　　２０７

　　　　　　　　　　△　１２
　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　１０

　　　　　　　　　　　１１３
　　　　　　　　　　　　　０

　　　　　　　　　　　△　５
　　　　　　　　　　　　　９

　　　　　　　　　　△　３１

　　　　　　　　　　　　８７
　　　　　　　　　　　△　３

　　　　　　　　　　△　１５
　　　　　　　△　１，１１１

　　　　　　　　　　△　１２

　　　　　　　　　　　７９５
　　　　　　　　　　　　２０

　　　　　　　　　　△　１０
　　　　　　　　　　　１５３

　　　　　　　　　　　３７１
　　　　　　　　　　　４５９

　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　５９５

　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　４７
　　　　　　　　　　　△　７

　　　　　　　　　　△　３２
　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　△　７６

　　　　　　　　　　　１８６
　　　　　　　　　　△　７９

　　　　　　　　　△　２３８
　　　　　　　　　　　３４７

　　　　　　　　　　　　６４

　　　　　　　　　　　２０８
　　　　　　　　　　△　２３

　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　１２３

　　　　　小　　　　　　計
　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額
　　　法人税等の支払額

　　　　　　　　　　　５０４
　　　　　　　　　　　　３１

　　　　　　　　　　△　９０
　　　　　　　　　　△　２７

　　　　　　　　　１，９４７
　　　　　　　　　　　　７５

　　　　　　　　　△　１９３
　　　　　　　　　　△　１３

営業活動によるキャッシュ・フロー 　　　　　　　　　　　４１８ 　　　　　　　　　１，８１６
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の払戻しによる収入
　　　有価証券の取得による支出

　　　有価証券の売却による収入
　　　有形固定資産の取得による支出

　　　有形固定資産の売却による収入

　　　投資有価証券の取得による支出
　　　投資有価証券の売却による収入

　　　その他投資等の増加による支出
　　　その他投資等の減少による収入

　　　そ　の　他

　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　△　１０１

　　　　　　　　　　　　６５
　　　　　　　　　△　１３６

　　　　　　　　　　　　１７

　　　　　　　　　△　３４６
　　　　　　　　　　　２０７

　　　　　　　　　　△　５４
　　　　　　　　　　　１９８

　　　　　　　　　　　　１６

　　　　　　　　　　　　５０
　　　　　　　　　△　２８７

　　　　　　　　　　　４１８
　　　　　　　　　△　２１７

　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　　　　　△　３７８
　　　　　　　　　　　３９４

　　　　　　　　　△　３９２
　　　　　　　　　　　４８８

　　　　　　　　　　　　１９

投資活動によるキャッシュ・フロー 　　　　　　　　　△　１３３ 　　　　　　　　　　　　９８
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入れによる収入

　　　短期借入金の返済による支出

　　　長期借入金の返済による支出
　　　社債の発行による収入

　　　社債の償還による支出
　　　自己株式の取得による支出（純額）

　　　配当金の支払額

　　　そ　の　他

　　　　　　　　　　　５００

　　　　　　　　　△　４７０

　　　　　　　　　　△　３７
　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　△　６４

　　　　　　　　　△　１２３

　　　　　　　　　　　△　１

　　　　　　　　　　　５５０

　　　　　　　△　１，４００

　　　　　　　　　　△　７８
　　　　　　　　　　　２００

　　　　　　　　　△　５００
　　　　　　　　　　△　４２

　　　　　　　　　△　２４８

　　　　　　　　　　　△　０

財務活動によるキャッシュ・フロー 　　　　　　　　　△　１９７ 　　　　　　　△　１，５１９

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　　　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　　　　－

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　　　　　　　　　　　　８７ 　　　　　　　　　　　３９４
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　　　　　　　　　３，６８８ 　　　　　　　　　３，２９３

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 　　　　　　　　　３，７７６ 　　　　　　　　　３，６８８
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　　１．連結の範囲に関する事項

　　　　　連結子会社はミウラテック㈱、㈱ミウラクリエイトの２社であります。

　　２．持分法の適用に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　　　　連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。

　　４．会計処理基準に関する事項

　　　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　①有価証券

　　　　　　　　その他有価証券

　　　　　　　　ａ．時価のあるもの　　　　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動平均法により算定しております。）

　　　　　　　　ｂ．時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定

　　　　　　　　に関する意見書」（企業会計審議会平成11年１月22日））を適用しております。

　　　　　　　　なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券のうち預金

　　　　　　　　と同様の性格を有するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券

　　　　　　　　として表示しております。その結果、流動資産の有価証券は５百万円減少し、投資有

　　　　　　　　価証券は同額増加しております。

　　　　　　　②たな卸資産

　　　　　　　　ａ．製品、仕掛品　　　　　　　　個別法に基づく原価法

　　　　　　　　ｂ．商品、原材料、貯蔵品　　　　最終仕入原価法

　　　　（２）重要な減価償却資産の減価償却方法

　　　　　　　①有形固定資産　　　　　　　　　　定率法

　　　　　　　②無形固定資産　　　　　　　　　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採用しております。

　　　　（３）重要な引当金の計上基準

　　　　　　　①貸倒引当金

　　　　　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　　　　　　　　回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　　　②賞与引当金

　　　　　　　　従業員に対し支給する賞与に充当するため、支給見込額のうち当中間連結会計期間の

　　　　　　　　負担額を計上しております。
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　　　　　　　③退職給付引当金

　　　　　　　　当社及び連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

　　　　　　　　における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末におい

　　　　　　　　て発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異（506

　　　　　　　　百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。

　　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定

　　　　　　　　に関する意見書」（企業会計審議会平成10年６月16日））を適用しております。

　　　　（４）重要なリース取引の処理方法

　　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

　　　　　　　引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

　　　　（５）消費税等の処理方法

　　　　　　　税抜方式によっております。

　　５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

　　　　　時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

　　　　　しか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日または償還期限の到来する短期的な投資からな

　　　　　っております。

注記事項

　（連結貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間連結会計期間）　　　　　（前連結会計年度）

　　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 6,067 百万円　　　　　　　　　 6,874 百万円

　　２．非連結子会社及び関連会社の株式　　　　　 512 百万円　　　　　　　　　 　507 百万円

　　３．担保に供している資産

　　　　　　　　有形固定資産　　　　　　　　　 4,077 百万円　　　　　　　　　 4,050 百万円

　　　　　　　　投資有価証券　　　　　　　　　 2,335 百万円　　　　　　　　　 2,520 百万円

　　４．当中間連結会計期間末日満期手形　　　　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め、次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連結会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計期間末残高に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受 取 手 形　　　　82 百万円

　　５．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（当中間連結会計期間）　　　　　　　（単位：百万円）　（前連結会計年度）　　　　　　　　　（単位：百万円）

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却     

累計額相当額      

期 末 残 高     

相 当 額      

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却     

累計額相当額      

期 末 残 高     

相 当 額      

機械装置及び運搬具        1,216 487 729 機械装置及び運搬具         1,239 520 719

そ の 他        175 96 78 そ の 他         191 112 78

合　　計 1,391 583 807 合　　計  1,431 632 798

　２．未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間連結会計期間）　　　　　　　（前連結会計年度）

　　　　1　年　　以　　内　　　　　　　　　　　 184百万円　　　　　　　　　 190 百万円

　　　　1　　　年　　　超　　　　　　　　　　　 678百万円　　　　　　　　　 672 百万円

　　　　　　　 計　　　　　　　　　　　　 　　　862 百万円　　　　　　　　　 862百万円

　３．当連結会計年度の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間連結会計期間）　　　　　　　（前連結会計年度）

　　　　支 払 リ ー ス 料　　　　　　　　　　128百万円　　　　　　　　　 399 百万円

　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　109百万円　　　　　　　　　 312百万円

　　　　支 払 利 息 相 当 額　　　　　　　　　   24百万円　　　　　　　　　  42百万円

　４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　５．利息相当額の算定方法

　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

　　　　　ついては利息法によっております。

Ⅴ ． セ グ メ ン ト 情 報

　１．事業の種類別セグメント情報

　　　　当中間連結会計期間において、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「印刷

　　　　事業」の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

　　　　ます。

　２．所在地別セグメント情報

　　　　当中間連結会計期間において、当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社を有してお

　　　　りませんので、該当事項はありません。

　３．海外売上高

　　　　当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社は、海外売上高がありませんので、該当事項

　　　　はありません。
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Ⅵ．生産、受注及び販売の状況

１．生　産　実　績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

区　　　　　分

金　　　額 構成比（％） 金　　　額 構成比（％）

印　刷　事　業

そ の 他 の 事 業

　　　　10,431

　　　　　　－

100.0

　　　－

　　　　17,672

　　　　　　－

100.0

　　　－

合　　　計 　　　　10,431 100.0 　　　　17,672 100.0

（注）１．金額は販売価額で表示しております。

　　　２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．その他の事業は製造業ではないため、生産高は記載しておりません。

２．受　注　実　績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

区　　　　　分

受注高 受注残高 受注高 受注残高

印　刷　事　業

そ の 他 の 事 業

　　　10,613

　　　　　－

　　　　2,377

　　　　　－

　　　17,775

　　　　　－

　　　　2,161

　　　　　 －

合　　　計 　　　10,613 　　　　2,377 　　　17,775 　　　　2,161

（注）１．金額は販売価額で表示しております。

　　　２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．その他の事業は受注を主とする事業ではないため、受注高、受注残高は記載しておりません。

３．販　売　実　績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

区　　　　　分

金　　　額 構成比（％） 金　　　額 構成比（％）

印　刷　事　業

そ の 他 の 事 業

　　　　10,397

　　　　　166

98.4

　　　1.6

　　　　17,596

　　　　　242

98.6

　　　1.4

合　　　計 　　　　10,563 　　100.0 　　　　17,838 　　100.0

（注）１．金額は販売価額で表示しております。

　　　２．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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Ⅶ．有価証券

１．時価のある有価証券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　　　分
当　中　間　連　結　会　計　期　間

（平成１２年９月３０日現在）

　そ　の　他　有　価　証　券 取　　得　　原　　価
中　間　連　結　貸　借
対　照　表　計　上　額

差　　　　　　　額

　　　　①株　　　　　　　式

　　　　②債　　　　　　　券
　　　　③そ　　　の　　　他

　　　　　　５，８３８

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　５０

　　　　　　６，２４８

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　４７

　　　　　　　　４１０

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　△　２

計 　　　　　　５，８８８ 　　　　　　６，２９５ 　　　　　　　　４０７

２．時価評価されていない主な有価証券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　　　　分
当　中　間　連　結　会　計　期　間

　　（平成１２年９月３０日現在）

　そ　の　他　有　価　証　券 中間連結貸借対照表計上額

　　　①非上場株式（店頭売買株式を除く）

　　　②そ　の　他

　　　　　　　　　　　　６５２

　　　　　　　　　　　　１００

　　　　　　　　計 　　　　　　　　　　　　７５２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

前　連　結　会　計　年　度

（平成１２年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　期　　別

種　　類 連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 評　価　損　益

　（１）流動資産に属するもの
　　　　　株　　　　　　　式

　　　　　債　　　　　　　券
　　　　　そ　　　の　　　他

　　　　　　　　　　５

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　１０

　　　　　　　　　３７

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　９

　　　　　　　　　３２

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　△　０

　　　小　　　　　　　　計 　　　　　　　　　１５ 　　　　　　　　　４７ 　　　　　　　　　３１

　（２）固定資産に属するもの
　　　　　株　　　　　　　式

　　　　　債　　　　　　　券
　　　　　そ　　　の　　　他

　　　　　　５，６９０

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　－

　　　　　　６，６５３

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　９６２

　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　－

　　　小　　　　　　　　計 　　　　　　５，６９０ 　　　　　　６，６５３ 　　　　　　　　９６２

　　　合　　　　　　　　計 　　　　　　５，７０６ 　　　　　　６，７０１ 　　　　　　　　９９４

　（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　　①上場有価証券　　　……………………主に東京証券取引所の最終価格

　　　　　②店頭売買有価証券　……………………証券業協会が公表する最終売買価格等

　　　　　③非上場の証券投資信託の受益証券……基準価格

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　前連結会計年度

　　　　　流動資産に属するもの　　追加型公社債投資信託　　　　　　　　　　　　　３８ 百万円

　　　　　固定資産に属するもの　　非　上　場　株　式（店頭売買株式を除く）　　６５２ 百万円

　　　３．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅷ．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

　　該当事項はありません。



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 16日

上   場   会   社   名       三浦印刷株式会社 上場取引所 東 名

コード番号       7920 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経営企画部長兼経理部長 東京都

　　　　氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　北岡　一男 TEL (03) 3632 - 8161

中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 16日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 ８ 日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績 　　　　　　（百万円未満は切捨てて表示しております。）

　　　売   上   高 　   営　業　利　益 　 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 10,397 17.9 459 14.2 475 15.9
11年 9月中間期 8,822 △ 11.2 402 △ 18.4 410 △ 22.1
12年 3月期 17,595 542 708

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 136 △ 57.0 5.54
11年 9月中間期 316 - 12.74
12年 3月期 185 7.44
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 24,745,848 株   11年 9月中間期 24,878,848 株   12年 3月期 24,856,126 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 5.00 －
11年 9月中間期 5.00 －
12年 3月期 － 10.00

(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 23,665 10,828 45.8 437.60
11年 9月中間期 23,645 10,886 46.0 437.59
12年 3月期 22,239 10,587 47.6 427.85
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 24,745,848 株   11年 9月中間期 24,878,848 株   12年 3月期 24,745,848 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月  1日  ～  平成 13年  3月 31日 ）
　 　　　売   上   高 　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 20,000 750 220 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              8  円  89 銭
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Ⅹ．個別財務諸表等

（１）貸借対照表

資　　産　　の　　部

当中間期

（平成12年9月30日現在）

前中間期

（平成11年9月30日現在）

前　　期

（平成12年3月31日現在）

期　　別

科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

流　動　資　産

百万円

9,525

％

40.3

百万円

9,050

％

38.3

百万円

8,318

％

37.4

　　　　現 金 及 び 預 金          
　　　　受　　取　　手　　形

　　　　売 掛 金          

　　　　有　　価　　証　　券
　　　　た な 卸 資 産          

　　　　繰 延 税 金 資 産          
　　　　そ の 他          

　　　　貸 倒 引 当 金          

固　定　資　産

3,503
1,230

3,627

101
789

74
217

△ 18

14,136 59.7

3,905
978

3,043

86
709

53
293

△ 19

14,587 61.7

3,488
1,064

2,664

54
774

134
155

△ 17

13,916 62.6

　（有形固定資産）

　　　　建　　　　　　　　物

　　　　機 械 及 び 装 置          
　　　　土　　　　　　　　地

　　　　そ の 他          

　（無形固定資産）

　（投 資 そ の 他 の 資 産         ）

　　　　投 資 有 価 証 券          

　　　　関 係 会 社 株 式          
　　　　保 険 積 立 金          

　　　　繰 延 税 金 資 産          
　　　　そ の 他          

　　　　貸 倒 引 当 金          

繰　延　資　産

(4,863 )

1,224

702
2,725

210

(19)

(9,253 )

6,500

701
1,236

81
783

△ 49

3

(20.5)

(0.1)

(39.1)

0.0

(5,095)

1,238

1,008
2,725

122

(20)

(9,471)

6,257

666
1,422

288
886

△ 49

7

(21.5)

(0.1)

(40.1)

0.0

(4,900)

1,187

876
2,725

109

(19)

(8,996)

5,835

696
1,427

282
803

△ 49

5

(22.0)

(0.1)

(40.5)

0.0

　　  資　 産　 合　 計 23,665 100.0 23,645 100.0 22,239 100.0
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負　　　債　　　の　　　部

当中間期
（平成12年9月30日現在）

前中間期
（平成11年9月30日現在）

前　　期
（平成12年3月31日現在）

期　　別

科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

流　動　負　債

百万円

7,925

％

33.5

百万円

6,715

％

28.4

百万円

6,634

％

29.8

　　　　　支　　払　　手　　形

　　　　　買 掛 金          
　　　　　短 期 借 入 金          

　　　　　一年以内償還社債          
　　　　　未 払 法 人 税 等          

　　　　　新 株 引 受 権          

　　　　　賞 与 引 当 金          
　　　　　そ の 他          

固　定　負　債

2,025

1,247
2,458

1,100
21

3

309
759

4,911 20.7

1,362

1,001
3,438

-
4

4

324
580

6,043 25.6

1,304

1,154
2,438

1,000
7

4

316
408

5,017 22.6

　　　　　社　　　　　　　　債

　　　　　長 期 借 入 金          

　　　　　退 職 給 付 引 当 金          
　　　　　そ の 他          

4,840

60

9
1

5,940

98

-
5

4,940

74

-
3

負  債  合  計 12,836 54.2 12,758 54.0 11,652 52.4

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金          2,215 9.4 2,215 9.4 2,215 10.0

資 本 準 備 金          2,231 9.5 2,231 9.4 2,231 10.0

利 益 準 備 金          553 2.3 553 2.4 553 2.5

そ の 他 の 剰 余 金          5,590 23.6 5,886 24.8 5,587 25.1

　　　　　任 意 積 立 金          
　　　　　中間（当期）未処分利益         
　　　　　（うち中間（当期）純利益）        

4,944

646

(136)

4,938

948

(316)

4,938

648

(185)

その他有価証券評価差額金          238 1.0 - - - -

資  本  合  計 10,828 45.8 10,886 46.0 10,587 47.6

負 債・資 本 合 計 23,665 100.0 23,645 100.0 22,239 100.0
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（２）損益計算書

当中間期

(12. 4. 1 ～ 12. 9.30)

前中間期

(11. 4. 1 ～ 11. 9.30)

前　期

(11. 4. 1 ～ 12. 3.31)
期　　別

科　　目
金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

　　売 上 高          

　　売 上 原 価          
　　　　売 上 総 利 益          

　　販売費及び一般管理費

百万円

10,397

8,218
2,179

1,719

％

100.0

79.0
21.0

16.6

百万円

8,822

6,895
1,926

1,524

％

100.0

78.2
21.8

17.2

百万円

17,595

13,962
3,633

3,090

％

100.0

79.3
20.7

17.6

　　　　営　　業　　利　　益

　　営　業　外　収　益
　　　　受　　取　　利　　息

　　　　受 取 配 当 金          

　　　　そ の 他          

　　営　業　外　費　用
　　　　支　　払　　利　　息

　　　　社　　債　　利　　息

　　　　そ の 他          

459

121
1

30

89

105
19

59

26

4.4

1.2

1.0

402

131
1

37

92

123
25

66

31

4.6

1.5

1.4

542

397
3

72

322

232
49

120

62

3.1

2.2

1.3

　　　　経　　常　　利　　益 475 4.6 410 4.7 708 4.0

　　特　別　利　益

　　　　貸倒引当金戻入額          
　　　　投資有価証券売却益          

　　　　固 定 資 産 売 却 益          
　　　　投資有価証券評価損戻入額         

　　特　別　損　失
　　　　投資有価証券売却損          

　　　　投資有価証券評価損          

　　　　関 係 会 社 整 理 損          
　　　　固 定 資 産 処 分 損          

　　　　設備移設関連費用          
　　　　退職給付変更時差異処理額         

　　　　従業員特別退職金          

28

－
15

12
－

249
10

－
－

129

42
50

16

0.2

2.4

171

6
148

－
16

20
－

－
5

15

－
－

－

1.9

0.2

264

7
238

18
－

618
－

588
4

26

－
－

－

1.5

3.5

　　　　税引前中間（当期）純利益          254 2.4 561 6.4 354 2.0

　　　　法人税、住民税及び事業税          

　　　　法 人 税 等 調 整 額          

　　　　中 間 （ 当 期 ） 純 利 益          

28

88
136 1.3

7

237
316 3.6

7

162
185 1.1

　　　　前 期 繰 越 利 益          
　　　　中 間 配 当 額          

　　　　自 己 株 式 消 却 額          
　　　　中間（当期）未処分利益        

509
－

－

646

631
－

－

948

631
124

42

648

　　(注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　有価証券

　　　　　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

　　　　　その他有価証券

　　　　　ａ．時価のあるもの　　　　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　均法により算定しております。）

　　　　　ｂ．時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　（追加情報）

　　　　　当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

　　　　　見書」（企業会計審議会平成11年１月22日））を適用しております。

　　　　　なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券のうち預金と同様

　　　　　の性格を有するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示し

　　　　　ております。その結果、流動資産の有価証券は５百万円減少し、投資有価証券は同額増加し

　　　　　ております。

　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　製品、仕掛品　　　　　　　　　　　　　個別法に基づく原価法

　　　　原材料、貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

　３．固定資産の減価償却方法

　　　　有形固定資産　　　　　　　　　　　　　定率法

　　　　無形固定資産　　　　　　　　　　　　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採用しております。

　４．引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金

　　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

　　　　　能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　賞与引当金

　　　　　従業員に対し支給する賞与に充当するため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計

　　　　　上しております。

　　　　退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

　　　　　に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。な

　　　　　お、会計基準変更時差異（ 506 百万円）については、５年による按分額を費用処理してお

　　　　　ります。

　　　　（追加情報）

　　　　　当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意

　　　　　見書」（企業会計審議会平成10年６月16日））を適用しております。

　５．リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　　　いては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

　６．消費税等の処理方法

　　　　税抜方式によっております。
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注記事項

中間貸借対照表に関する事項 （当中間期） （前中間期） （前　　期）

　１．担保に供している資産

　　　　有形固定資産

　　　　投資有価証券

3,829百万円

2,335百万円

3,853百万円

2,860百万円

3,803百万円

2,520百万円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 5,619百万円 6,176百万円 6,368百万円

　３．自己株式及びその株式数

　　　　有価証券に含まれるもの

　　　　投資有価証券に含まれるもの

1百万円

3,865株

64百万円

155,000株

0百万円

950株

－

－

0百万円

849株

－

－

　４．主な外貨建資産

　　　　関係会社株式

(2,500千米ドル)

462百万円

(2,500千米ドル)

462百万円

(2,500千米ドル)

462百万円

　５．保　証　債　務 214百万円 243百万円 228百万円

　６．当中間会計期間中の発行済株式数の減少

　　　　自己株式消却のための減少

　　　　　　　消 却 株 式 数          

　　　　　　　株式の取得価額の総額

－

－

－

－

133,000株

42百万円

　７．当中間会計期間末日満期手形 中間会計期間末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。

　　　受 取 手 形　　　　82 百万円

　８．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

中間損益計算書に関する事項 （当中間期） （前中間期） （前　　期）

　減価償却実施額　　　　　　　有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　無形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

153百万円

　　　　0百万円

153百万円

191百万円

　　　　0百万円

192百万円

389百万円

　　　　0百万円

390百万円
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リース取引に関する事項

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当　中　間　期 前　中　間　期 前　　　　　期

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却     

累計額相当額      

期 末 残 高     

相 当 額      

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却     

累計額相当額      

期 末 残 高     

相 当 額      

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却     

累計額相当額      

期 末 残 高     

相 当 額      

機 械 及 び 装 置        1,058 459 598  2,308 1,583 724  1,172 505 667

そ の 他        116 63 52 128 70 57 128 84 43

合　　計 1,174 523 651  2,437 1,654 782  1,301 590 711

　２．未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　 　　　（当中間期）　　　　　　　（前中間期）　　　　　　　　　（前　　期）

　　　　1　年　　以　　内　  　　　152百万円　　   　　　　　312百万円　　  　　　　　　　169 百万円

　　　　1　　　年　　　超　　  　　547百万円　　　　   　　　622百万円　　  　　　　　　　600 百万円

　　　　　　　　計　　　 　  　　　699 百万円　　　　   　　　934 百万円　　  　　　　　　　769 百万円

　３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　　　 　　（当中間期）　　　　　　　（前中間期）　　　　　　　　　（前　　期）

　　　支 払 リ ー ス 料　　　 　104 百万円　　　　   　　　206 百万円　　　　　　  　　　375百万円

　　　減価償却費相当額　　 　　 90百万円　　　　   　　　152百万円　　　　　　  　　　291百万円

　　　支 払 利 息 相 当 額　　　 　 16 百万円　　　　   　　　 19百万円　　　　　　  　　　 36 百万円

　４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　　・減価償却費相当額の算定方法・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　・利息相当額の算定方法・・・・・・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各期への配分方法については、利息法によっております。
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売上高の内訳

（単位：百万円）

当　中　間　期

(12.4.1～12.9.30)

前　中　間　期

（11.4.1～11.9.30）

前　　　　期

（11.4.1～12.3.31）期　別

分　類
金　　額

構成比

（％）
金　　額

構成比

（％）
金　　額

構成比

（％）

商　業　宣　伝　物 8,669 83.4 7,368 83.5 14,339  81.5

伝　票　帳　票　類 685 　　6.6 598 　　6.8 1,362   7.7

そ　　　の　　　他 1,043 　　10.0 856 　　9.7 1,894 　　10.8

合　　　　　　　計 10,397 　100.0 8,822 　100.0 17,595 100.0

受 注 高 及 び 受 注 残 高

（単位：百万円）

当　中　間　期

(12.4.1～12.9.30)

前　中　間　期

（11.4.1～11.9.30）

前　　期

(11.4.1～12.3.31)期　別

分　類
受　注　高 受注残高 受　注　高 受注残高 受注残高

商　業　宣　伝　物 8,797 2,047 6,931 1,369 1,919

伝　票　帳　票　類 764 236 743 273 157

そ　　　の　　　他 1,052 94  929 120 85

合　　　　　　　計 10,613 2,377 8,603 1,762 2,161
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有価証券の時価等

　　※当中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項

　　　として記載しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

前中間期（平成１１年９月３０日現在）　　　　　　　　　　　期　　別

　　　　

種　　類
貸借対照表

計　上　額
時　　価 評価損益

（１）流動資産に属するもの

株　　　　　式

債　　　　　券

そ　　の　　他

５１

－

１５

　　　　　　１２５

－

１９

　　　　　　　７４

－

３

　　　　小　　　　　計 　　　　　　　６７ 　　　　　　１４５ 　　　　　　　７７

（２）固定資産に属するもの

株　　　　　式

債　　　　　券

そ　　の　　他

６，１１２

－

－

７，０５６

－

－

　　　　　　９４３

－

－

小　　　　　計 ６，１１２ ７，０５６ ９４３

合　　　　　計 ６，１７９ ７，２０１ １，０２１

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　　①上場有価証券　　　……………………主に東京証券取引所の最終価格

　　　　　②店頭売買有価証券　……………………証券業協会が公表する最終売買価格等

　　　　　③非上場の証券投資信託の受益証券……基準価格

　　　２．株式には、自己株式を含んで表示しております。

　　　　　なお、評価損益は次の通りであります。

　　　　　流動資産に属するもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　０百万円

　　　　　　　　　　　　　

　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　流動資産に属するもの　　追加型公社債投資信託　　　　　　　１９百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　固定資産に属するもの　　非　上　場　株　式　　　　　　　８１１百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　（店頭売買株式を除く）

　　　４．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　　　該当事項はありません。
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